
９月２８日の国民投票に注目
（デンマーク）

２０００年３月９日、ポール・ニューロップ・

ラスムセン首相（社会民主党）は、デンマー

クの通貨統合参加の賛否を問う国民投票を

２０００年９月２８日に実施すると発表した。

マーストリヒト条約批准の際、欧州通貨統

合第３段階への参加を保留項目の一つとして

いたデンマークでは、これに対する議論が産

業界を中心に行われてきた。そして、９９年１

月にＥＵ加盟国の１１ヵ国がユーロを導入して

以来、通貨統合参加の賛否を問う国民投票の

期日決定が、特に注目されていた。ラスムセ

ン首相が「世論調査などの結果において通貨

統合参加賛成が確実視されるまでは、国民投

票を行わない」という姿勢を堅持してきたた

め、国民投票実施時期は早くとも２００１年初頭

になるだろうというのが大方の見方であった。

しかし、２０００年に入ってから、ＥＵ賛成派

・反対派の双方において、首相が国民投票を

先送りしていることに不満が募り、首相およ

び与党の社会民主党を非難する声が国民の間

で高まっていた。このような状況下、ラスム

セン首相は通貨統合参加への賛否を問う国民

投票を２０００年９月２８日に実施、また国民投票

実施期日の承認を受けるための社会民主党の

特別党大会を４月３０日に行うと、３月９日に

１．通貨統合参加を促す要因
発表した。

なお、国会に対する国民投票実施要領の提

示と承認は２０００年５～９月の間に行われる予

定である。

一般的に賛成派は、通貨統合参加は経済的

な好影響をもたらすとしている。つまりデン

マーククローネは既にユーロの影響を非常に

強く受けており、通貨統合への参加でＥＵ内

での通貨政策に対する発言力が増すとの観点

から賛成している。これに対し、反対派は参

加によりデンマークが国家主権を喪失するお

それがあるとする指摘により、ＥＵおよび通

貨統合への不信感を露わにしている。

デンマーク国民の通貨統合への不信感は、

制度そのものの理解不足に原因があることは、

以前から指摘されていた問題であり、政府は

予算５０億クローネを計上して、９９年７月から

ハンドブックやパンフレットを発行するなど、

通貨統合への認識を深めるキャンペーンを

行っている。

社会民主党でも９９年１１月に通貨統合のキャ

ンペーンを始めており、これによって党支持

者の中にある通貨統合への不信感を払拭し、

党大会で国民投票実施の承認を得ることと、

国民投票で通貨統合参加の合意を得ることを

確実にしようとしている。

また、最大野党の自由党は、国民投票で通
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貨統合参加批准の合意を得るために５００～６００

万クローネを広報キャンペーンに当てること

を決定している。同党のクラウス・ヨート・

フレデリクソン書記官は「ＥＵが２月に行っ

たオーストリア内政への干渉により、現在、

デンマーク国民の一部でＥＵに対する不信感

が増している。このため今回の国民投票で通

貨統合参加批准の合意を勝ち取るためには、

従来に増してより一層の努力が必要となるで

あろう。これまでの経験から、国民が直前に

なるまで国民投票に関心を持たない傾向があ

ることが分かっている。従って、キャンペー

ンは国民投票実施前１ヵ月に重点を置いたも

のになるであろう」と地元紙に述べている。

政党では自由党に加え野党右派の保守党が、

また他団体ではデンマーク産業連盟などが、

通貨統合参加賛成を促すキャンペーンを行う

ことを発表している。

国民投票実施の日程発表が行われた後に実

施された各種意識調査によれば、日程発表以

降、通貨統合参加批准反対の意見が増加して

いる。ギャロップ社の行った調査では反対が

賛成を上回り、他の調査においても賛成・反

対の割合が非常に接近してきている。

例えば、地元経済紙ビュアセンが民間調査

機関グリーンズ・アナリュスインスティテュ

トと共同で毎月行っているデンマーク国民の

ＥＵに対する意識調査の最新結果（４月３～

５日調査実施）では、「明日、ユーロ参加に

かかわる国民投票があった場合、賛成するか、

反対するか」という質問に対して、賛成４６％、

反対４２％、わからない２％、無回答１０％とな

り、最近接近傾向にあった賛成と反対の差が

より縮まったことを示している。その内訳を

みると、この変化もどの政党を支持するかに

よって異なることが分かる。与党（社会民主

党・社会自由党）支持者については、９９年末

は賛成・反対の比率はともに３９％と均衡して

いたが、年初からのキャンペーン活動の効果

も現れ、今回の調査では賛成が２０ポイント以

上リードするかたちとなった。一方で現在ま

でユーロ導入に非常に前向きであった保守系

野党（自由党・保守党）支持者をみると、９９

年１２月調査では賛成・反対の差が５０ポイント

以上あったが、今回の調査では４０ポイントに

まで減少した。同紙はこれをＥＵのオースト

リアの内政干渉からくるものではないかとみ

ている。

国民投票のキャンペーンについてオール

ボー大学社会科学部ヨハネス・アナセン助教

授は、以下のようにまとめている。

「賛成派に関しては、与党・野党という枠

を超え、通貨統合参加はデンマーク経済に好

影響を与えると同時に、これからＥＵ内での

政策決定の場においての影響力を増すという

ことで一致している。それに対し反対派は、

ＥＵへの積極的な参加は国家主権の喪失であ

るという元々の理論的反対派（社会自由党・

赤色同盟・６月運動）と『クローネと母国の

ために』をキャンペーンテーマにデンマーク

クローネがなくなることが国家がなくなるこ

とにもつながりかねないとの感情面に訴える

新規の反対派（デンマーク国民党）との間に

ずれがある。デンマーク国民党は９５年設立と

いうことで歴史が浅く、ＥＵに関する国民投

票でのキャンペーンを今まで本格的に行って

いないため有権者にとって目新しく、そのた

め現在まで健闘をみせている。しかしキャン

ペーンが白熱してくれば伝統的な反対派がデ

ンマーク国民党の批判を始めるなど仲間割れ

を起こし、それが賛成派に利点として働くで

あろう。」

現時点では、キャンペーンはスタートした

ばかりといった様相であり、９月の国民投票

へ向けてどのような変化が起きるかを予想す

るのは難しい状況である。どの政党も国民投

票まで１ヵ月となる８月後半に、大きなキャ

ンペーンをスタートするため、賛成派・反対

派にとっても最後の１ヵ月が勝負どころとな

る模様である。
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（１）通貨統合未参加１年の影響

ユーロがスタートした後の一年を振り返り、

国立銀行ボディル・ニューボー・アナセン総

裁は、２０００年１月１８日にイギリス輸入組合に

おいて行った「ユーロとデンマーク」という

スピーチにおいて、以下のように通貨統合未

参加１年の影響をまとめている。

デンマークは８２年に社会民主党政権から保

守党政権に移行し、その翌年の８３年から

ＥＣＵ（実質的にはドイツマルク）に対し、

変動幅プラス／マイナス２．２５％の固定相場制

を政府が採用した。ユーロが誕生した９９年以

降も、対象が「ユーロ」、システム名が

「ＥＲＭⅡ」と変わったのみで同様の為替政

策が行われている。しかし、デンマークが通

貨統合に参加していない為に生じる従来には

なかった影響は、以下の４つの点でみられる。

① ユーロ圏の金利との差

海外投資家がデンマーククローネに興味を

持つよう、国債などの金利をユーロ圏などよ

りも少し高いレベルに設定している。たとえ

デンマークが通貨統合に参加しても、現在オ

ランダの国債の金利がドイツの国債より若干

高いのと同様に、現在の差よりは狭いものの、

依然、差は存在し続けるため、多くの人がこ

の影響をあまり重く見ていない傾向がある。

しかし、現行の金利レベルは、市場が近い将

来デンマークが通貨統合に参加することを前

提にしたレベルであるため、国民投票の結果

が反対と出た場合、現行と同じレベルに保持

できるかには不安がある。

② クローネの不安定さ

クローネがユーロという主要通貨の影に隠

れることにより、たとえデンマークの経済が

非常に良い状態であっても、海外投資家のデ

ンマークに対する不信感がぬぐえず、そのた

２．通貨統合未参加による経済への影響
めに来る金融不安に直面することもありえる。

その場合に、実際不必要であっても金利の引

き上げ・経済政策の引き締めなどを行わなけ

ればならない事態が発生する可能性がある。

③ ＥＵの経済政策への発言権の制限

通貨統合に参加していないため、デンマー

クはＥＵの多くの経済関係の会合において発

言権をもっていない。そのためデンマーク経

済にとって生命線となるＥＵの経済政策決定

の場での影響力は、非常に制限されてしまっ

た。

④ デンマーク企業のユーロ市場における競

争力低下

クローネの対ユーロの為替相場が安定して

いようと、デンマーク企業にとってユーロは

自国通貨でないために、ユーロ市場でのビジ

ネスチャンスを失う可能性がある。ユーロ圏

内の企業がユーロを自国通貨として、為替の

リスクを考えず他のユーロ圏の企業と取り引

きできることと比べると、デンマークはユー

ロ圏の企業にとって魅力的ではなくなる。

デンマーク経済省・大蔵省も、９月２８日の

国民投票実施に向けて作成した報告書「デン

マークとユーロ」において、国立銀行と大筋

で同様の懸念を表明している。デンマークが

通貨統合に参加しないまま現在のＥＲＭⅡへ

参加し続けることで、デンマークは平価切り

下げなどの為替相場の安定政策を最終手段と

して取る権利を表向きは保持することができ

る。しかし、ＥＲＭⅡによって、デンマーク

の経済政策・為替政策などをＥＵの政策に近

いものとしなければならず、実際は平価切り

下げを行える可能性も低い。一方、為替不安

に対しては、ＥＵの多少の助けはあるものの、

基本的にデンマークのみで対応を行わなけれ

ばならず、大きな為替不安が起こった場合に

は、現在の変動幅＋／－２．２５％から通常の
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＋／－１５％を選ばなければならない可能性が

あることはもちろん、ＥＲＭⅡからの離脱、

変動為替相場制の導入さえも行わざるを得な

い可能性がある。デンマークは、ＥＲＭⅡに

参加せず変動為替相場制をとるスウェーデン

・イギリスなどに比べ、経済規模が小さく、

またＧＤＰの大きな部分を輸出に頼っており、

このような経済が変動為替相場制で成功を収

めた事例は少ないとしている。

また企業・一般消費者もユーロ導入によっ

て得られる巨大単一市場へのアクセス、廉価

な商品などによる恩恵を得ることができてお

らず、同２省が行った推計によれば、このよ

うな経済的利点は、デンマークがクローネか

らユーロに移行する時に要するコストを凌ぐ

ものになるとしている。

地元経済紙ビュアセンの報道によれば、通

貨統合不参加はデンマークの株式の上昇率に

も影響を与えているとしている。具体例とし

ては、元デンマーク国営電信電話会社である

テレ・デンマーク（ＴｅｌｅＤａｎｍａｒｋ）の９９

年の年間株価上昇率が、軒並み倍増傾向を見

せている通貨統合参加国の同様な国営電信電

話会社に比べ（フランス・イタリア約８０％、

スペイン１００％、オランダ・ドイツ約１３０％、

フィンランド約３００％上昇）、３０％にとどまっ

たのはデンマークが通貨統合に参加していな

いことによるものと、例をあげて通貨統合不

参加のデメリットを分析している。テレ・デ

ンマークの株価は９９年初の時点では、年間で

８０％の上昇が予測されていたが、結果的には

３０％上昇にとどまった。もしテレ・デンマー

クが、ダウ・ジョーンズ、ヨーロッパ・テレ

インデクスの企業の平均的なレベルで成長し

た場合と比較すると、テレ・デンマークの株

主は約４８０億デンマーク・クローネを逃した

ことになるという。また情報技術（ＩＴ）産

業などの株の成長率をみても、他のヨーロッ

パ諸国に比べ成長率が低く、同紙は９９年のデ

ンマークの株式市場が通貨統合不参加により

低調であったと分析している。

（２）今後の見通し・参加した場合の影響

国立銀行のボディル・ニューボー・アナセ

ン総裁は９９年中より何度も、「デンマークが

通貨統合不参加にあることから、デンマーク

国民の通貨統合参加への姿勢の変化、デン

マークの経済のパフォーマンスの変化（参加

条件の維持が可能かどうか）などを占う意味

で、必要以上に経常収支の動向に注目が集ま

るために為替相場が変動する。それにより金

利を調整しなければならず、国立銀行が独自

で効果的な金利政策・クローネ防衛などをと

ることが難しくなっている」とプレス発表の

時点で発言している。前出の通り３月に、国

民投票が９月２８日に行われることが決定し、

この状況に拍車がかかると大手銀行の経済ア

ナリストは分析している。

デンマーク第２の銀行であるユニバンク

（ＵｎｉＢａｎｋ）のシニア・アナリスト、クラ

ウス・ダルスゴー氏は、「９９年末までは、ク

ローネの対ユーロレートは、デンマークが近

い将来通貨統合に参加することを、市場が見

通して非常に安定したものであった。しかし、

これからは３月の国民投票日程の発表を受け

て、毎回の意識調査の動向に注目が集まり、

レートもそれに伴い不安定になる可能性もあ

る。その上年初から、通貨統合参加賛成派が

絶対有利という状況は徐々に崩れてきており、

市場は９月２８日の国民投票で参加が否認され

ることも考慮に入れて動き始めるであろう。

基本的に国立銀行は、このような市場の為替

不安に対し、クローネを防衛するため金利を

引き上げることによって対応している。この

先意識調査で『反対は急増』などの結果が出

て、為替不安が発生した場合、デンマークの

金利が上昇する可能性が大いにある。これは

デンマーク経済に悪影響を与えるものの、デ

ンマーク国民に対して、通貨統合に参加しな
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いための悪影響を実感させることとなるため、

国民投票では通貨統合賛成と投票する可能性

が高くなるであろう」と分析している。

デンマーク第３の銀行であるＢＧバンク

（ＢＧＢａｎｋ）のチーフ・エコノミストであ

るケル・ホルム氏も、「まず意識調査の結果

によって、為替相場が非常に変動してくるで

あろう。たとえ国民投票で通貨統合が否認さ

れたとしても、デンマークはＥＲＭⅡには引

き続き参加していくであろうから、国立銀行

はクローネ防衛のために金利の調整を行って

いくであろう。しかし金利の調整を、意識調

査の結果が出る度に行うことはできず、その

為に基本的に９月まで金利は上昇を続けるで

あろう」と分析している。

デンマーク最大の銀行デン・ダンスケ・バ

ンク（ＤｅｎＤａｎｓｋｅＢａｎｋ）経済部門副部長

のモートン・キューン氏にもこの点において

インタビューを行ったが、前出の意見に比べ

ると非常に楽観的である。「現在デンマーク

の長期金利（１０年）とユーロ圏の同金利の差

は、３５ベーシスポイント。デンマークが通貨

統合に参加した場合は、これが１５～２０ベーシ

スポイントとなると見込まれる。この非常に

小さな差は市場がデンマークの参加を確信し

ているか、それともデンマークの不参加の状

態をあまり気にしてないと考えられる。現在

意識調査の結果をみると、かなり賛成・反対

の差が狭くなっており、これを９３年（マース

トリヒト条約批准時の国民投票）時の意識調

査の結果の変動パターンに当てはめると、次

回の国民投票では反対が賛成を大幅に上回り、

参加を否認するというシナリオとなる。しか

し、現在でもデンマークは、狭い金利差を保

持しており、もし金利が上がるとすれば数あ

る意識調査の結果のほとんどで反対が賛成を

『大差で』上回った場合のみではないか」と

コメントした。

９月の国民投票で実際、通貨統合参加が承

認されれば、デンマークは直ちに参加の準備

を始める。９９年１１月に経済省が作成した「デ

ンマーク通貨統合参加時のユーロ移行への過

程」によれば、国民投票から１年後に通貨統

合に正式参加。その後２～３年を、政府・企

業などのユーロ移行準備期間としており、そ

の後ユーロ紙幣・通貨の流通を始める予定で

ある。この２～３年の移行準備期間は長すぎ

ると、保守系野党自由党や大企業から批判が

続出した。この点について前出のデン・ダン

スケ・バンクのキューン氏は、「確かに大企

業・金融機関が必要とする移行期間は、２年

よりも非常に短いであろう。しかし、現在全

くユーロ準備を行っていない商店・小企業な

どを考えると、２年かかるというのは妥当か

もしれない」と述べた。

デンマークの貿易の３分の２はユーロ圏と

の貿易であるが、ユーロの誕生・デンマーク

の通貨統合不参加がデンマーク企業に与える

影響は非常に小さなものである。デンマーク

の大手企業であるマン・Ｂ＆Ｗ・ディーゼル

（ＭＡＮ Ｂ＆Ｗ Ｄｉｅｓｅｌ：エンジン製造）、

ＦＬＳインダストリーズ（ＦＬＳＩｎｄｕｓｔｒｉｅｓ：

セメントプラント供給）、ノボ・ノルディス

ク（ＮｏｖｏＮｏｒｄｉｓｋ：製薬）にインタビュー

を行ったが、どの企業もそろって「ユーロ導

入は単に今迄扱っていたユーロ諸国の通貨に

１通貨が増えただけである。その上将来的に

はその通貨がユーロに集約されるため、現行

の為替変動リスク・為替手数料を軽減できる。

これは非常に有益であるが、今のところデン

マークが未参加であるための悪影響はほとん

どない」と回答した。ＦＬＳインダストリー

ズ（９９年総売上２０９億９，３００万クローネ、純利

益２５億４，０００万クローネ）では、ユーロ導入

による為替手数料・通信料金などの節減額を、

２，０００～３，０００万クローネと見込んでいる。

インタビューを行った限りデンマークの通

３．ユーロ導入１年の産業界・企業へ

の具体的影響と評価
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貨統合不参加による悪影響をデンマーク企業

があまり感じていない理由を、前出のデン・

ダンスケ・バンクのキューン氏に尋ねたとこ

ろ、以下の回答を受けた。

現在、ユーロ圏の企業の総売上の１０～１２％

が輸出に依存するのに比べ、デンマーク企業

では３０～３５％と非常に高い比率となっている。

そのためデンマーク企業は、ユーロ圏などの

企業に比べ、為替変動リスクなどへの対応に

は慣れている。その上デンマーク政府が８３年

から行っている非常に狭い変動幅をもった固

定相場制も、為替変動リスクを軽減させてい

る。確かにユーロの誕生により、ユーロ圏内

での価格差が消費者にとって一目瞭然となり、

競争が厳しくなってきている。その上デン

マーク企業は為替変動リスクに対応しなけれ

ばいけないというのは、非常に重荷なように

見受けられるが、各企業にとってはインター

ネットがもたらす世界的な競争激化に比べれ

ば小さいものなのである。

デンマークの大手銀行であるデン・ダンス

ケ・バンクやユニバンク（Ｕｎｉｂａｎｋ）など

は、顧客である大手企業を集め９７年頃から

ユーロ対策委員会を設立、９９年から導入され

るユーロに対して企業はどのような取り組み

を行えば良いかというレポートを作成し、銀

行・企業が共同作業でユーロ対応に取り組ん

だ。レポート作成過程において重要視された

のは、経営システムのユーロ対応（請求書の

発行など）、ユーロに関する社内教育、それ

まで持っていた外貨口座に加えユーロ口座を

開設する際の注意である。デン・ダンスケ・

バンクのキャッシュマネージメント部長補佐

のクラウス・ヨハンセン氏によれば、「同銀

行の顧客企業は充分な準備を行い、９９年初か

ら問題なくユーロ対応を行っている。また欧

州委員会がユーロ導入直前に行った企業・金

融機関ユーロ対応調査の結果でも、デンマー

４．ユーロへのこれまでの対応

クが通貨統合不参加にもかかわらず、デン

マーク企業・金融機関の対応はドイツ・フラ

ンスなどに比べ非常に進んでいた」とのこと

であった。

インタビューを行った大手企業３社は、す

べてユーロ対応を行っている。しかし、ユー

ロの使用頻度は、各企業によって異なる。

①マン・Ｂ＆Ｗ・ディーゼルは、為替リスク

を最小に抑えるために、ＥＵ内の企業宛の

請求書はユーロ建てで作成するほか、部品

調達の支払いについてもできる限りユーロ

建てで行っている。

②ＦＬＳインダストリーズに関しては、基本

的に欧州以外との取り引きが多いため、米

ドル建てが多い。ユーロの使用に関しては、

相手の希望により対応を行っている。

③ノボ・ノルディスクでは、子会社との間で

はユーロ導入前、ドイツマルク、フランス

フランでの取り引きを行っていた。現在は

ユーロまたはフランスフラン、一部の顧客

に対してはユーロ導入前同様、顧客の希望

する通貨で取り引きを行っている。

このように一部企業ではユーロ導入にかか

わらず、ユーロ圏内の通貨で取り引きを行っ

ている企業もあるが、これについて前出のデ

ン・ダンスケ・バンクのヨハンセン氏は、

「これは単に慣れの問題である。海外取引の

場合は、今まで外貨口座にユーロ圏の自国通

貨で入金がなされていた。しかし、新しい

ユーロ口座は従来の外貨口座番号とは別の番

号となるため、多くの顧客が従来からの外貨

口座へ入金を行っているからである。またい

わゆるＥＵ内の大国であるドイツ、フランス

などの企業で特に、自国通貨での支払いを望

んでいる企業が多くある」と説明している。

インタビューを行った企業から、ユーロ導

入が与えた経営方針などへの影響を尋ねたと

ころ、ユーロ会計システムの導入、社内教育、

ユーロ口座の開設以外で、仕入れ業務・生産

業務、資金調達などどこにも大きな影響を受
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けておらず、ユーロ導入前と変わっていない

という回答を受けた。

２０００年９月２８日の国民投票で、デンマーク

の通貨統合参加に合意した場合には、２００２年

に通貨統合参加となる可能性が高いため、こ

れに向けたさまざまな対応を、各企業とも既

に計画している。

各企業が、ユーロ圏との取引が多いか、そ

れとも国内市場のみを相手にしているかに

よって、対応は変わってくる。

ユーロ圏との取り引きが多い会社にとって

は、ユーロ導入への準備は非常に容易である。

９９年初のユーロ導入時に既に企業は、経営シ

ステムの中で請求書発行や海外取引（対ユー

ロ圏）の部分に関しては既に対応済みである。

基本的には、国内取引、会計部分のみにおい

て変更を行う必要がある。このタイプの会社

が通常利用しているナヴィジョン、コンコー

ド、ＳＡＰ、オラクルなどの経営ソフトでは、

該当部分をユーロ対応にすることが容易なた

め、ユーロ導入準備はユーロ誕生時の対策、

Ｙ２Ｋ対策に比べても非常に容易になる。

ノボ・ノルディスク、ＦＬＳインダスト

リーズでは、デンマークの通貨統合参加が決

定すれば、デンマーク本社の会計システムを

ユーロ建てに変更する予定でいる。両者とも

通貨統合参加国の子会社の会計システムと同

じものを本社でも利用することになっている。

そして、本社の決算報告書をユーロ建てで作

成するのは２００２年からの予定であるという。

国内市場のみの取引を行っている企業は、

ユーロ導入への準備を綿密に行わなければな

５．今後の具体的対応

らない。主に小売店・職人などがこの分野に

当てはまる。この分野では、９９年のユーロ誕

生時にはユーロを支払通貨の１つとする程度

の対応しかしておらず、今後は会計・請求書

発行などのシステムをすべてユーロ対応にす

る必要がある。

デンマーク全国にスーパーマーケット

１，２００店舗を展開するＦＤＢ社は、国民投票で

通貨統合参加に合意となれば、仕入れから在

庫管理、各店舗のキャッシャーに至るまでの

システムをユーロ対応に変更する作業に、そ

の後直ちに取りかかることにしている。この

計画には数千万デンマーククローネを充てて、

遅くとも２００２年４月には終了する予定になっ

ているという。

ＦＬＳインダストリーズ会計部のヤコブ・

ビュアウ氏によれば、「当然ＦＬＳインダスト

リーズは通貨統合参加への対応を真剣に考え

ているが、それと同時に代表取締役などがメ

ディアなどに活発に登場し、我が社はもちろ

んデンマーク産業全体にとってのユーロ導入

での利点を述べることにより、国民投票での

通貨統合参加決定を実現するようなキャン

ペーンにも力を入れていく」と、一部企業で

は国民投票へのキャンペーンにも積極的に参

加していき、デンマークの通貨統合参加を勝

ち取るべく活動を行っていく。

上記で述べた通り、意識調査の結果では賛

成優勢の状態は崩れつつあり、これから９月

２８日の国民投票まで通貨統合に関しての討議

は白熱していく模様である。この討議の流れ、

またデンマークの経済状況が非常に注目され

る。

（�田敏彰、猪木祥司）
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（注）調査の質問「明日、通貨統合参加批准にかかわる国民投票があった場合、賛成するか、反対するか」
（出所）グリーンズ・アナリュスインスティテュト
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